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担当課室 学校健康教育課

予算額(補正後）

上位政策

学校健康教育課長
松川  憲行

27 1538

19年度 20年度

26

健やかな体の育成及び学校安全の推進

関係する計画、
通知等

学校保健安全法第３条
学校保健法等の一部を改正する法律案に対する附帯
決議（平成２０年６月１０日参議院文教科学委員会）

 　近年、児童生徒の身体的生理的発達が早まっており、性に関する意識や価値観が多様化するとともに、児童生徒を取
り巻く家庭環境や社会環境も大きく変化している。このような中、性の逸脱行為や若年層の性感染症の増加が問題と
なっており、学校における性教育の充実を図る必要がある。

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

「性に関する教育」普及推進事業

スポーツ・青少年局

一般会計

担当部局庁

25

　民間団体、都道府県教育委員会へ委託。
　各事業年度毎に委託先から提出される事業完了報告書において、証拠書類（事業収支決算書、見積書、納品書、請求
書等）を検査し、事業の内容、目的との整合性について確認を行っている。
　本事業の適切な執行を促すために、各都道府県教育委員会の担当者を集めた会議や実地調査等を通じて指導を行っ
た。

31

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

１．事業評価の観点 ：この事業は、各般の取組みを通じて、学校における性教育の充実を図ることを目的とした調査研究事業であ
る。

２．所　　　　　　　 見 ： ①本事業は、平成２２年度予算において、「児童生徒の現代的健康課題への対応事業」として既存事業（児
童生徒の現代的健康課題への学校における取組に関する調査研究）と発展的に統合し、また名称変更している。
②本事業は、事業開始から３年以上経過しており、この間、様々な知見が蓄積されていると考えられることから、その成果の普及に
努める必要があるとともに、引き続き対象箇所数等の絞り込みを行うこと、また、既存事業との統合によるスケールメリットの効果を
も含め、予算を縮減すべきである。
③競争参加条件等のより一層の見直しを図るなど、契約の競争性、公平性、透明性を確保すべきである。

予
算
監
視
・
効
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ー
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所
見

　20年度は他事業から流用しているため、執行率が100%を超えている。

　執行状況を踏まえ次年度以降の予算及び事業実施へ反映している。今後、実地調査の箇所数を増やすなどきめ細か
い支出状況等の把握に努める。

事業番号 0093

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　　(文部科学省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成１７年度

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　学校において適切な性に関する指導が実施されるよう、効果的な指導方法について実践研究等を実施するとともに、
各地域における指導者養成と普及を目的とした研修会を行う。

執行率

22年度 23年度要求
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73.0%

21年度

106.0% 93.9%

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

総事業費(執行ベース) 28

・効果的指導方法の実践研究（民間団体に委託：１団体）
・指導者養成と研修会の開催（都道府県教委に委託：２２機関）

執行額 28



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

文部科学省
２５百万円

Ａ．普及事業の実践：１３百万円
教育委員会（計２２機関）

【公募・委託】

Ｂ．効果的指導方法実践研究：１２百万円
京都大学

【公募・委託】

学校において適切な性に関する指導が実施されるよ
う、効果的な指導方法について実践研究等を実施す
るとともに、各地域における指導者養成と普及を目的
とした研修会を実施するための委託を行う。

諸謝金　　　　　０．１百万円
職員旅費等　　０．４百万円 等を含む

各地域における指導者養成と普
及を目的とした研修会を実施。

効果的な指導方法についての実
践研究等を実施。



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

0計 0 計

使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

C. G.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

0計 12.1 計

その他 通信運搬費、看板 0.6

会議費 テープおこし 0.5

更新料 ホームページ更新 0.6

撮影費 授業撮影 3.3

印刷製本費 調査票 1.3

借損料 会場借料 1.1

旅費 講師派遣 0.7

B.国立大学法人京都大学 F.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

0計 1.3 計

印刷製本費 啓発リーフレット 0.2

借損料
講習会場借料、古紙再生紙、文房
具、切手代等

0.1

費　目

旅費 検討会議出席旅費・講師旅費 0.7

諸謝金 検討会議出席謝金・講師謝金 0.3

使　途
金 額

(百万円）

A.愛媛県 E.

費　目 使　途
金 額

(百万円）

2.3

1.6

作成費

入力費

教材作成

データ入力



支出先 支出額（百万円）

1 愛媛県教育委員会 1

2 福島県教育委員会 1

3 青森県教育委員会 1

4 埼玉県教育委員会 1

5 京都府教育委員会 1

6 高知県教育委員会 1

7 北海道教育委員会 1

8 千葉県教育委員会 1

9 熊本県教育委員会 1

10 新潟県教育委員会 1

…その他 3

13

「複数支出先ブロック」の支出先一覧（上位10機関）

Ａ．普及事業の実践

合計
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